
2026年2月

経済産業省 関東経済産業局

令和７年度補正予算・令和８年度当初予算案

中堅・中小企業向け支援施策について
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関東経済産業局について

関東経済産業局は、経済産業省の地方ブロック機関であり、広域関東圏 （１都１０県＝茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を行政区域としています。

当局では、この地域で活躍されている企業、消費者、大学、自治体、関係機関等の皆様に対して、中小企業
対策、新規創業の促進、技術開発支援、環境・リサイクル対策、エネルギー対策、消費者相談等、様々な経
済産業政策に取り組んでいます。

【最寄駅からのアクセス】
• JR京浜東北線、宇都宮・高崎線

「さいたま新都心」駅下車
徒歩約5分

• JR埼京線
「北与野」駅下車
徒歩10分

【所在地】
〒330-9715
埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
https://www.kanto.meti.go.jp/

東京

埼玉

神奈川

千葉

茨城

栃木
群馬

新潟

長野

山梨

静岡

http://www.kanto.meti.go.jp/
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1. 中堅等大規模成長投資補助金（中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向
けた省力化等の大規模成長投資補助金）

2. 中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

3. サービス等生産性向上IT導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金） 

4. 小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

5. 事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

6. ものづくり商業サービス省力化・革新的開発・新事業・海外展開促進事業
（新事業進出・ものづくり補助金）

7. 中小企業省力化投資補助事業（中小企業省力化投資補助金）

8. 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）

9. 省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金

10.各種税制

本日ご紹介する支援施策



補助金を利用する際の注意点！

⚫ 補助金採択の発表があっても、交付決定日以降でなければ事業に着手できない。
⚫ 交付決定を受けるには、改めて補助金の「申請書」を提出する必要がある。
⚫ 補助金は精算払い。事業終了後に「報告書」を提出し、確定検査を受けた後。
⚫ その他、補助金の経理処理や検査等については、採択後もしくは交付決定時に配布される手引きを 必ず確認。
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【注】上記はあくまで一般例であり、個々の補助金や案件によって運用等が異なる場合があります。
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１．中堅等大規模成長投資補助金
（中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた

省力化等の大規模成長投資補助金）



中堅等大規模成長投資補助金（中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金）

令和７年度補正予算 4,121億円

事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の

課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促

進することで、地方の持続的な賃上げを実現する。

成果目標・事業期間

事業概要

中堅・中小・スタートアップ企業の持続的な賃上げや事業成長等
を目的として以下の取り組みを行う。

①中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の
大規模成長投資補助金

人手不足に対応するための省力化等による労働生産性の抜本
的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新
設や大規模な設備投資に対して補助を行う。

新規公募分として基金2,000億円を措置し、100億宣言企業
向けに、うち1,000億円程度を確保。

②地域企業経営人材確保支援事業給付金

着実な事業成長等を実行可能な経営体制を整備するため、転
籍・兼業・副業・出向等により大企業から経営人材を受け入れた
場合に、給付金を支給する。

①大規模成長投資補助金：補助上限額50億円
※新規公募分：投資下限額20億円（100億宣言企業は15億円）

②地域企業経営人材確保支援事業給付金：
※転籍の場合：給付上限額 最大450万円（地域によって変動）
 兼業・副業・出向の場合：給付上限額 200万円

①中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の
大規模成長投資補助金：

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額の年平均上昇率が一定以上の伸び率を実現する。

②地域企業経営人材確保支援事業給付金：

当該事業により経営人材を確保した中堅・中小企業が、確保
前の想定を上回る企業成長を達成することを目指す。

経済産業政策局 地域経済産業政策課

民間
企業等

国
中堅・中小・
スタート
アップ企業

補助

（定額）

①補助

（1/3以下）

②給付金

民間
団体等

補助

（基金）
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⚫ 中堅・中小・スタートアップ企業が、持続的な賃上げを目的として、足下の人手不足に対応した
省力化等による労働生産性の抜本的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設
や大規模な設備投資に対して補助を行います。

1

項目 内容

補助上限額 50億円（補助率1/3以下）

2 補助事業期間 原則として、交付決定日から最長で2028年12月末まで

3 補助対象者
中堅・中小・スタートアップ企業（常時使用する従業員数が2,000人以下の会社等）※単体ベース

※一定の要件を満たす場合、中堅・中小・スタートアップ企業を中心とした共同申請（コンソーシアム形式：最大10者）も対象
※みなし大企業は補助対象外

4 補助事業の要件

① 投資額20億円以上（専門家経費・外注費を除く補助対象経費分）
※100億宣言企業は投資額15億円以上

② 賃上げ要件（補助事業の終了後3年間の対象事業に関わる従業員等1人当たり給与支給総額
の年平均上昇率が5.0%以上（100億宣言企業は4.5%以上））
※持続的な賃上げを実現するため、補助金の申請時に掲げた賃上げ目標を達成できなかった場合、未達成率に応じて補助金の返
還を求める（天災など事業者の責めに帰さない理由がある場合を除く。事業者名は公表しない）

5 補助対象経費
建物費（拠点新設・増築等※）、機械装置費（器具・備品費含む）、ソフトウェア費、外注費、専門家経費

※本社機能の一部移転・新設を含む

６ 審査方法
一次審査（書類）、二次審査（外部有識者へのプレゼンテーション）

【審査項目】①経営力 ②先進性・成長性 ③地域への波及効果 ④大規模投資・費用対効果

公募期間：2026年春

⑤実現可能性

７ スケジュール

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金

７
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２．中小企業成長加速化支援事業
（中小企業成長加速化補助金）



・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業・小規模事業者は、物価高や米国関税による貿易環境の変化、過去

最高水準の最低賃金引上げ、人手不足等の課題に直面している。それらに対応

するためには、中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」を抜本的に強化し、持続的に

賃上げを実現していく必要がある。そのため、中小企業・小規模事業者の設備投

資等を通じた生産性向上を促進するとともに、生産性が高く一定規模の事業者を

ターゲットとした大胆な設備投資・付加価値創出を促すための切れ目のない支援を

行う。 加えて、事業環境の変化による影響を受ける中小企業・小規模事業者に

対する総合的なソフト支援を実施する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、賃金

等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向

上を実現するため、以下の事業を実施。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き

出すため、大胆な設備投資を支援。

（２）中小企業デジタル化・AI導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金）

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイ

バーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツールの導入を支援。 

（３）小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援。 

（４）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資やM&A前後（PMIを含む）での専門家活

用費用等を支援。 

（５）総合的なソフト支援パッケージ事業

賃上げや米国関税等の影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する重点的な

ハンズオン支援をはじめとした総合的なソフト支援を実施。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（４）

中小企業生産性革命推進事業
令和７年度補正予算（案） 3,400億円

（１）中小企業庁 経営支援部 経営支援課

（２）中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

（３）中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 （４）中小企業庁 事業環境部 財務課

（５）中小企業庁 経営支援部 経営支援課、海外展開支援室、

事業環境部 財務課、長官官房 総務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（５）

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金
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中小企業成長加速化補助金 ２次公募概要

• 賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果が

大きい売上高100億円超を目指す中小企業の大胆な投資を支援。

対象：中小企業
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「100億宣言」とは？

• 飛躍的成長を目指す中小企業が、10年を目安に「売上高100億円」を超える野心的な目標を掲げ、実

現に向けた取組を行っていくことを自ら宣言するもの。

対象：中小企業

公表要領・申請用ひな形等の
特設サイトこちら→

① 企業概要

② 企業理念・経営者の意気込み

③ 売上高100億円実現の目標と課題

④ 売上高100億円に向けた具体的措置
（取組）

【宣言のメリット】

✓ 宣言取得による補助金等の活用
- 成長加速化補助金
- 経営強化税制の拡充措置 など

✓ 経営者ネットワークへの参加
- 宣言を行った成長を目指す経営者が、
地域・業種を超えて繋がれるネットワー
クを構築。

✓ 宣言の公式ロゴマーク活用による自社Ｐ
Ｒ

【企業が宣言に記載する内容】
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長野県内の100億宣言企業①（令和8年1月7日時点：43社）
企業名 所在地 業種

株式会社アルプスピアホーム 松本市 住宅建設業

株式会社内田鐵工所 須坂市 製造業

株式会社エーアイテック 松本市 製造業

株式会社エム・ケー・ケー 松本市 小売業

エムケーカシヤマ株式会社 佐久市 製造業

株式会社オーイケ 東筑摩郡山形村 製造業

カガミ・ホールディングス株式会
社

松本市 不動産管理・開発
業

株式会社カネト 南佐久郡小海町 建築材料卸売業

株式会社カワモト 長野市 製造業

技建開発株式会社 飯田市 専門サービス業

協和ダンボール株式会社 安曇野市 段ボール製造業

久保田工業株式会社 上伊那郡箕輪町 製造業

株式会社KDK 千曲市 建設業

株式会社こうりょう 小諸市 建設業

企業名 所在地 業種

コーデンシDH株式会社 諏訪市 製造業

株式会社コシナ 中野市 製造業

コスモプロダクツ株式会社 小諸市 卸売業

株式会社五千尺 松本市 観光業

株式会社駒ヶ根電化 駒ヶ根市 製造業

株式会社小松精機工作所 諏訪市 製造業

三洋グラビア株式会社 伊那市 製造業

株式会社シューマート 長野市 小売業

信越明星株式会社 上田市 食品製造業

信越理研株式会社 長野市 製造業

株式会社スワリク 諏訪市 物流業

高島産業株式会社 茅野市 製造業

株式会社田中機器製作所 松本市 製造業

株式会社ちの技研 茅野市 製造業
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長野県内の100億宣言企業②（令和8年1月7日時点：43社）
企業名 所在地 業種

塚田理研工業株式会社 駒ヶ根市 製造業

天恵製菓株式会社 下伊那郡豊丘村 製造業

有限会社トップリバー 北佐久郡御代田町 野菜の生産・販売
業

ナイスモバイル株式会社 松本市 卸売業

夏目光学株式会社 飯田市 製造業

株式会社日邦バルブ 松本市 製造業

株式会社野村屋 上田市 建築業

早川運輸株式会社 南佐久郡川上村 運送業

株式会社バリューブックス 上田市 卸売業・小売業

株式会社フクザワコーポレーショ
ン

飯山市 建設業・情報シス
テム業

株式会社フジカーランド上田 上田市 自動車販売業

株式会社松興 長野市 建設業

宮下製氷冷蔵株式会社 飯田市 氷雪・食品製造業

株式会社吉見鈑金製作所 上田市 製造業

企業名 所在地 業種

Laboratous株式会社 長野市 サービス業



14

３．サービス等生産性向上IT導入支援事業
（デジタル化・AI導入補助金） 



・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業・小規模事業者は、物価高や米国関税による貿易環境の変化、過去

最高水準の最低賃金引上げ、人手不足等の課題に直面している。それらに対応

するためには、中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」を抜本的に強化し、持続的に

賃上げを実現していく必要がある。そのため、中小企業・小規模事業者の設備投

資等を通じた生産性向上を促進するとともに、生産性が高く一定規模の事業者を

ターゲットとした大胆な設備投資・付加価値創出を促すための切れ目のない支援を

行う。 加えて、事業環境の変化による影響を受ける中小企業・小規模事業者に

対する総合的なソフト支援を実施する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、賃金

等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向

上を実現するため、以下の事業を実施。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き

出すため、大胆な設備投資を支援。

（２）中小企業デジタル化・AI導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金）

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイ

バーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツールの導入を支援。 

（３）小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援。 

（４）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資やM&A前後（PMIを含む）での専門家活

用費用等を支援。 

（５）総合的なソフト支援パッケージ事業

賃上げや米国関税等の影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する重点的な

ハンズオン支援をはじめとした総合的なソフト支援を実施。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（４）

中小企業生産性革命推進事業
令和７年度補正予算（案） 3,400億円

（１）中小企業庁 経営支援部 経営支援課

（２）中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

（３）中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 （４）中小企業庁 事業環境部 財務課

（５）中小企業庁 経営支援部 経営支援課、海外展開支援室、

事業環境部 財務課、長官官房 総務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（５）

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金

15



「デジタル化・AI導入補助金」の概要（令和7年度補正）

• IT導入補助金は、中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジタル化やＤＸ等に向けたIT
ツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金。

• 令和7年度補正予算分からは、「デジタル化・AI導入補助金（旧：IT導入補助金）」と名称を変更。詳細は調整中。

16
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４．小規模事業者持続的発展支援事業
（小規模事業者持続化補助金）



・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業・小規模事業者は、物価高や米国関税による貿易環境の変化、過去

最高水準の最低賃金引上げ、人手不足等の課題に直面している。それらに対応

するためには、中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」を抜本的に強化し、持続的に

賃上げを実現していく必要がある。そのため、中小企業・小規模事業者の設備投

資等を通じた生産性向上を促進するとともに、生産性が高く一定規模の事業者を

ターゲットとした大胆な設備投資・付加価値創出を促すための切れ目のない支援を

行う。 加えて、事業環境の変化による影響を受ける中小企業・小規模事業者に

対する総合的なソフト支援を実施する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、賃金

等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向

上を実現するため、以下の事業を実施。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き

出すため、大胆な設備投資を支援。

（２）中小企業デジタル化・AI導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金）

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイ

バーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツールの導入を支援。 

（３）小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援。 

（４）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資やM&A前後（PMIを含む）での専門家活

用費用等を支援。 

（５）総合的なソフト支援パッケージ事業

賃上げや米国関税等の影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する重点的な

ハンズオン支援をはじめとした総合的なソフト支援を実施。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（４）

中小企業生産性革命推進事業
令和７年度補正予算（案） 3,400億円

（１）中小企業庁 経営支援部 経営支援課

（２）中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

（３）中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 （４）中小企業庁 事業環境部 財務課

（５）中小企業庁 経営支援部 経営支援課、海外展開支援室、

事業環境部 財務課、長官官房 総務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（５）

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金

18
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５．事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業
（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）



・

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業・小規模事業者は、物価高や米国関税による貿易環境の変化、過去

最高水準の最低賃金引上げ、人手不足等の課題に直面している。それらに対応

するためには、中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」を抜本的に強化し、持続的に

賃上げを実現していく必要がある。そのため、中小企業・小規模事業者の設備投

資等を通じた生産性向上を促進するとともに、生産性が高く一定規模の事業者を

ターゲットとした大胆な設備投資・付加価値創出を促すための切れ目のない支援を

行う。 加えて、事業環境の変化による影響を受ける中小企業・小規模事業者に

対する総合的なソフト支援を実施する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、賃金

等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向

上を実現するため、以下の事業を実施。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き

出すため、大胆な設備投資を支援。

（２）中小企業デジタル化・AI導入支援事業（デジタル化・AI導入補助金）

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイ

バーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツールの導入を支援。 

（３）小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援。 

（４）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資やM&A前後（PMIを含む）での専門家活

用費用等を支援。 

（５）総合的なソフト支援パッケージ事業

賃上げや米国関税等の影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する重点的な

ハンズオン支援をはじめとした総合的なソフト支援を実施。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（４）

中小企業生産性革命推進事業
令和７年度補正予算（案） 3,400億円

（１）中小企業庁 経営支援部 経営支援課

（２）中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

（３）中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 （４）中小企業庁 事業環境部 財務課

（５）中小企業庁 経営支援部 経営支援課、海外展開支援室、

事業環境部 財務課、長官官房 総務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（５）

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金
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６．ものづくり商業サービス省力化・革新的
開発・新事業・海外展開促進事業
（新事業進出・ものづくり補助金）
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新事業進出補助金

• 既存の事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にかかる設備投資等を支援します。

項目 内容

1
補助上
限

7,000万円（従業員規模により異なる）（補助率
1/2）

※補助下限は750万円

※一定の賃上げを行う場合補助上限の上乗せあり

2
事業期
間

交付決定から14か月（採択発表から16か
月以内）

3 対象者
企業の成長・拡大に向けた新規事業へ
の挑戦を行う中小企業等

4 要件

①当該中小企業等にとって新製品(又は新
サービス)を新規顧客に提供する新たな挑戦
であること

②付加価値額 年平均成長率4.0%以上

③賃上げ 給与支給総額年平均成長率
2.5%以上など

④事業所内最低賃金 地域別最賃+30円
以上の水準 等

5 対象経費 建物費、機械装置費、システム構築費 等

【概要】

✓ 機械加工業でのノウハウを活かして、新たに半
導体製造装置部品の製造に挑戦

✓ 医療機器製造の技術を活かして蒸留所を建設
し、ウイスキー製造業に進出

【活用イメージ】

第３公募実施中。3/26（木）締切。
詳細はこちら→
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７．中小企業省力化投資補助事業
（中小企業省力化投資補助金）
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８．成長型中小企業等研究開発支援事業
（Go-Tech事業）



事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

中小企業が下請け構造から脱却し成長を実現するためには、も

のづくり基盤技術及びサービスモデルの高度化を図ることが重要。

中小企業による持続的な成長のため、研究開発及びその成果の

事業化を支援するとともに、中小企業が自立的にイノベーションを

創出していくためのエコシステムの形成を図ることを目的とする。

成果目標・事業期間

○短期的には、事業終了時点での以下の達成を目指す。
・個々のプロジェクトの研究開発達成度50%超

○最終的には、事業終了後５年経過時点で以下の達成を目
指す。
・事業化を達成するプロジェクトが50％超
・補助事業者全体の付加価値額が15％以上向上
・補助事業者全体の給与支給総額が7.5%以上向上
・補助事業の総売上累計額が総予算投入額の150%

事業概要

中小企業が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、研究

開発、試作品開発等に係る取組を最大３年間支援する。加えて、

採択された事業者を対象に、研究開発成果の販路開拓等につい

ても支援する（旧戦略的基盤技術高度化・連携支援事業（サ

ポイン事業及びサビサポ事業））。

また、中小企業によるイノベーション創出を強力に支援する活動を

普及・拡大するための実証事業を行う。

成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）
令和８年度予算（案） 122億円（123億円）

中小企業庁 経営支援部

イノベーションチーム

国

補助
(原則2/3以内)

委託 共同体
（中小企業者等を

中心とした２者以上）

・民間団体等

事業管理機関
（中小企業者等、
大学・公設試等）

中小企業者等

大学・公設試等

アドバイザー

＜共同体イメージ
＞

〇補助事業期間：２～３年
〇補助上限額：（通常枠）単年4,500万円、３年間9,750万円

  （大型研究開発枠）単年１億円、３年間３億円
〇補助率：（中小企業者等）原則2/3以内（大学・公設試等）定額

 ※課税所得15億円超の中小企業者等は1/2以内

○委託：補助事業に係る評価・分析、販路開拓支援等

30

※事業の内容は、令和８年度当初予算案に基づくものであり、当該予算案の成⽴が前提です。
今後の国会審議次第では事業内容等が変更される可能性がございます。



➢ 12の基盤技術分野ごとに、製造業の国際競争力を支える特定ものづくり基盤技術の高度化の観点から、中小企業が目指すべき技術の
方向性及び具体的な開発手法の情報を提示したもの。

31

＜参考＞中小企業の特定ものづくり基盤技術及びサービスの高度化等に関する指針

■特定ものづくり基盤技術に関する事項

■高付加価値企業への成長・変革に関する事項

■先端技術を活用した高度なサービス開発に関する事項

➢ 研究開発により磨き上げた基盤技術を用いて高付加価値製品の製造等を通じて下請け構造を脱却し、成長を遂げるために必要な考え
方や方針について整理したもの。

➢ 第４次産業革命の進展により、ものづくりとＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用した高度なサービス開発の融合の重要性が高まっていること
を踏まえ、先端技術を活用した高度なサービス開発についての考え方や方針について整理したもの。 

<参考>
中小企業庁 中小企業の特定ものづくり基盤技術及びサービスの高度化等に関する指
針
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

※事業の内容は、令和８年度当初予算案に基づくものであり、当該予算案の成⽴が前提です。
今後の国会審議次第では事業内容等が変更される可能性がございます。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
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お問い合わせ先

・主たる研究実施場所の都道府県を担当する経済産業局が窓口です。
・広域関東圏（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）の場合は関東経済産
業局が窓口となります。

関東経済産業局 産業部製造産業課 Go-Tech担当
TEL：０４８－６００－０３０７
E-mail：bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp

制度の詳細、手続き等について

申請書作成に関する相談

・中小企業基盤整備機構に設置されているアドバイザーが、成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）の申請書作成に関する
相談、研究開発計画における技術面・事業化面の相談等を受け付けています。
・相談を予約する際には、以下の点について検討・確認が済んでから予約を取ることを推奨します。
①事業管理機関が決まっている
②共同体の構成が固まっている
③研究開発内容を具体化している
④Go-Tech事業の申請書（案）作成済である

詳細はHPよりご確認ください→

「関東局 Go-Tech」で検索してください。
※よくある質問も掲載しています。

中小企業基盤整備機構 関東本部 支援推進課
TEL：０３－５４７０－１６０６
E-mail：sapoin-kanto＠smrj.go.jp

中小企業基盤整備機構 中部本部 企業支援課
TEL：０５２－２２０－０５１６
※静岡県の場合は、中部本部が窓口となります。

※事業の内容は、令和８年度当初予算案に基づくものであり、当該予算案の成⽴が前提です。
今後の国会審議次第では事業内容等が変更される可能性がございます。

mailto:bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp
mailto:bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp
mailto:bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp
mailto:bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp
mailto:bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp
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９．省エネルギー投資促進・需要構造転換支
援事業費補助金



省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金
国庫債務負担行為含め総額 2,275億円 ※令和７年度補正予算額550億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部

省エネルギー課

成果目標

2030年度におけるエネルギー需給の見通しにおける産業部門・
業務部門の省エネ対策（2,700万kl程度）中、省エネ設備投
資を中心とする対策の実施を促進し、本事業による効果も含めて、
省エネ量2,155万klの達成を目指す。

補助
（2/3、1/2、１/3、1/4、1/5）

民間企業
等

民間企業等国

補助
（定額）

（１）補助率：中小企業1/2以内、大企業1/3以内（一定の要件を満た
す場合には中小企業2/3以内、大企業1/2以内等）

 上限額：15億円（非化石転換設備の場合は20億円等）

（２）補助率：1/2以内等

 上限額：3億円（電化の場合は5億円）

（３）補助率：更新1/2以内、新設1/5以内

 上限額：3億円

（４）補助率：中小企業1/2以内、大企業1/3以内

 上限額：1億円

事業目的
本事業は、工場・事業場全体で行う、先進型設備等の導入や、
機械設計を伴う設備、事業者の使用目的や用途に合わせて設
計・製造する設備又は省エネ効果の高い特定の設備の組み合わ
せ導入、脱炭素につながる電化・燃料転換を伴う設備更新等を
支援することにより、「2030年度におけるエネルギー需給の見通
し」の達成に寄与することを目的とする。
その際、企業の複数年の投資計画に対応する形で支援を実施し、
特に中小企業の省エネ投資需要を掘り起こす。
また、工場等における省エネ性能の高い設備・機器への更新を促
進することにより、温室効果ガスの排出削減と我が国の産業競争
力強化を共に実現する。

事業概要
工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備への更新
等を以下の取組を通じて支援する。

（１）工場・事業場型：工場・事業場全体で行う、先進型設備等の導入
や、機械設計を伴う設備等の導入により、工場・事業場やサプライチェーン全
体での省エネの実施を支援

（２）電化・脱炭素燃転型：化石燃料から電気への転換や、より低炭素
な燃料への転換等、電化や脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等の導入を
支援

（３）ＧＸ設備単位型：従来の支援水準を大きく超える省エネ設備や企
業の成長にコミットしたメーカーの省エネ設備等の導入を支援

（４）エネルギー需要最適化型：エネルギーマネジメントシステムを用いたエ
ネルギー使用量削減及びエネルギー需要最適化を図る事業を支援
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１０．各種税制
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• 温室効果ガス2030年度46%削減、2050年カーボンニュートラルの実現には、民間企業による脱炭素効果
の高い投資の加速が不可欠。

• 今後も企業の脱炭素投資を後押しするため、生産工程を効率化する等炭素生産性を向上させる設備の導入
時に活用可能なカーボンニュートラル投資促進税制を拡充・延長等する。

改正概要

拡充・延長

【適用期限：2028年３月31日までにエネルギー利用環境負荷低減事業適応計画の認定を受け、
その認定を受けた日から同日以後３年を経過する日まで】

• 産業競争力強化法の計画認定制度に基づく生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両⽴する設備の導入に対し
て、最大8％の税額控除（中小企業者等※１の場合は最大10%）又は30％の特別償却※１を措置※２。

• 炭素生産性の向上率を以下のとおり見直し。特定大企業※３がサプライチェーン上の中小企業者等の排出削減を
目指す取組を支援した場合、炭素生産性の向上率は現行どおり。

※３・・サプライチェーン連携を実施している中小企業者等以外の法人をいう。

※４・・連携企業とは、特定大企業のサプライチェーン上の国内の中小企業者等をいい、
グループ会社を除く。

z
基
準
年
度
排
出
量

目
標
年
度
排
出
量

特
定
大
企
業

連
携
企

業

排出削減量

取
組
支
援

z
排
出
量 排

出
量

＜取組支援のイメージ＞

取組支援
による
排出削減

量

サプライチェーン連携による排出削減

・取組支援により、連携企業の炭素生産性の向上率が30％以上となることが必要。
・一定の要件を満たした場合、連携企業自身も本税制の適用が可能。

※１・・中小企業者等とは、租税特別措置法第10条の５の５第３項第１号に規定する中小事業者
又は同法第42条の12の６第２項第１号に規定する中小企業者。

※２・・措置対象となる投資額は500億円まで。控除税額は法人税額又は所得税額の20%まで。

企業区分

現行 改正後

炭素生産性
の向上率

税制措置
炭素生産性
の向上率

税制措置
（令和８・９年

度）

中小企業者等

17%
税額控除14% 
又は
特別償却50%

22%
税額控除10%
又は
特別償却30%

10%
税額控除10%​ 
又は
特別償却50%

17%
税額控除５%
又は
特別償却30%

中小企業者等
以外の事業者
※連携企業へ
取組支援をした
場合

20%
税額控除10%​ 
又は
特別償却50%

25%
※20％

税額控除８%
又は
特別償却30%

15%
税額控除5%​ 又
は
特別償却50%

20%
※15％

税額控除３%
又は
特別償却30%

＜炭素生産性の相当程度の向上と措置内容＞

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の拡充・延長等
(所得税・法人税・法人住民税・事業税)

※

４
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参考情報



企業と地域プロジェクト（自治体による中堅・成長企業支援に向けた意識醸成）

50

＜開催内容＞

日 時：左記参照 ※午後に２～３時間程度で開催

主 催：関東経済産業局

共 催：各県等

参加者：自治体、支援機関、金融機関

プログラム：

・県内の成長志向企業について（株式会社帝国データバンク）
・成長志向の中堅・中小企業によるパネルディスカッション
・情報共有（国の施策等）
・名刺交換会

開催実績・予定開催内容・参加者の声

＜参加者の声＞

• 他自治体の取組等をご紹介いただき、現状を嘆くのではなく、与え
られた環境で「何ができるか」を考えることにシフトできたと思う。
支援制度の検討を行い、支援メニューを増やしたい。（自治体）

• 大変勉強となるセミナーだった。同様のセミナーを、各都県で開催
していただきたい。（金融機関）

• 国の支援制度等の知識を増やし、各機関と連携しながら高度な相談
にも対応していきたい。（支援機関）

⚫ 自治体において、中堅・成長志向の中小企業支援の関心が高まっているところ。一方、中堅企業等側のニーズ
やどのような支援が、地域へ更なる波及効果をもたらすか等を把握出来ていない状況。

⚫ 自治体による中堅企業等の支援施策立案に向けたきっかけとなる中堅企業等の声を聞き、自治体自ら中堅企業
等について考える機会となる自治体向けイベントを管内10県で順次開催予定。

群馬県   8/26（火） @群馬県庁 ※開催済

静岡県   9/19（金） ＠静岡県庁 ※開催済

千葉県   1/21（水） ＠千葉県庁 ※開催済

長野県   1/30（金） ＠長野県工業技術総合センター ※開催済

新潟県   2/3（火）   ＠米百俵プレイス ミライエ長岡 ※開催済

茨城県   2/13（金） ＠茨城県水戸合同庁舎 ※開催済

神奈川県  2/16（月） ＠神奈川県庁 ※開催済

山梨県   2/27（金） ＠やまなしプラザ オープンスクエア

埼玉県   3/5（木） ＠武蔵野銀行 Ｍ’s ＳＱＵＡＲＥ

栃木県   3/19（木） ＠とちぎ産業創造プラザ内 多目的ホール

詳細はこちらからご確認ください。→
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